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１ ガイドラインの概要 

1.1 はじめに 

本ガイドラインは、徳山下松港において、将来予測される標準船型を上回る等、大型船

舶の受入れに必要となる「航行安全対策を定めた利用基準（詳細は 1.4.3 参照）」の作成

に係る検討の手順及び安全性の影響評価に関する各種基準等について、山口県が取りま

とめたものである。 

今後、船舶の大型化により、大型船の入港頻度の増大が見込まれるところである。この

ため、本ガイドラインにおいて、これら検討対象船舶の受入れに関する航行安全対策の

検討手順及び検討項目の明確化と整理を行い、客観性及び透明性を高め、効率化を図る

ことで、検討の時間短縮と、それに伴う費用の削減という効果が期待される。 

なお、既存の利用基準及び航行安全対策等は、本ガイドラインの策定に伴って無効に

なるものではない。 
 

1.2 目的及び構成 

本ガイドラインは、徳山下松港の公共埠頭に入出港する船舶を対象とし、港湾の施設

の技術上の基準（以下「技術上の基準」という。（詳細は 1.4.1 参照））において示され

た標準船型又は既往の基準で定められた適用船舶※の制限を超える船舶の受入に際し、円

滑な手続きの実現による効率化を目的として、その検討手順及び安全性の影響評価に関

する各種検討項目等をとりまとめたものであり、ひいては検討期間短縮に資するもので

ある。 

※適用船舶とは、既に利用基準に定められた標準船型を上回る船舶で、一定の制限を受けて利用

が認められている船舶 

本資料は、使用する用語、施設の対象船舶、対象埠頭等を「1 ガイドラインの概要」、

全体の検討の手順を「2 検討の手順」に整理した 2 項目で構成しており、その概要を

以降に示す。 

なお、本ガイドラインの対象となる港湾施設は、図 1.1 に示す徳山下松港の公共埠頭

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

 

図 1.1 徳山下松港 4 地区  

《 下 松 地
《徳山地区》 

《新南陽地区》

《光地区》 
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また、本ガイドラインの対象である国際拠点港湾徳山下松港は、「港湾管理者」は山口

県（山口県知事）であり、また、同港は、港則法施行令によって特定されている特定港

（山口県内では岩国港・柳井港・徳山下松港・三田尻中関港・宇部港・萩港の 6 港）で

もあるが、港湾において港則を執行する責任者として、徳山下松港では港を管轄する徳

山海上保安部長が「港長」に任命されている。（港湾管理者及び港長の役割については P3

参照） 

 

1.3 入港までの流れ 

申請者（運航会社・荷主等の許可申請者）等が、徳山下松港の港湾施設（公共埠頭）に

おいて標準船型（詳細は「1.4 用語の説明」参照）より更なる大型船舶の入港を希望する

際、以下に示す各種要因に対し、図 1.2 に示す流れによってその可否を検討することと

なる。なお、適用船舶の制限を超える船舶入港の場合においても、同様な流れで検討する

こととなる。 

【各種要因】 

・検討対象船舶の船種は何か（例：一般貨物船○、危険物積載船×） 

・検討対象船舶の諸元は施設諸元の許容範囲内か 

・対象施設へ係留可能か（例：係船柱、防舷材は耐えられるか） 

・自然、航行環境への影響はどの程度か（例：係留限界風速は大丈夫か） 

・他船への影響はどの程度か 

（例：他の航行船舶や隣接埠頭利用船舶への影響はどの程度か） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.2 船舶の更なる大型船舶入港の際の検討フロー（概念図） 

（※各段階において受入不可と判断される場合あり） 

港湾の施設の技術上の基準からの乖離・影響の 

程度に応じた航行安全性の審議 

【港湾管理者】 
港湾の施設の技術上の基準・関係法令の確認 

【港   長】 
航行安全性の確認 

企業などの申請者からの 

更なる大型船舶入港の要請 

港湾の施設の技術上の基準を満たさない又は影響大 

利用基準の策定後に受入 

（詳細は「2 検討の手順」で記載） 
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ここで、この利用基準の策定に至る検討フローにおいて、港湾管理者及び港長が関係

する内容又は役割としては、以下の事項が挙げられる。 

 

【港湾管理者】 

○港湾法は、港湾の秩序ある整備と適正な運営を図るとともに、航路を開発し、及び保

全することを目的としており、港湾管理者とは港湾法第 33 条の規定による地方公

共団体をいい、次のような業務を行っている。 

  ・港湾区域及び港湾施設の維持管理に関する業務 

  ・港湾計画の策定及び港湾工事の施行に冠する業務 

  ・港湾の利用に必要な役務の提供 

船舶を係留するための岸壁の使用許可は、山口県条例第 7 条第 1 項において

規定（岸壁、航路等港湾施設は標準船型を基に設計されている。通常、港湾計画

策定時に検討されている） 

    ・港湾統計資料、港湾の利用に関する料金を示す料率表の作成等 

 

○現状の岸壁の使用許可で定める標準船型よりスペックの大きい船を係留させる場合、

申請者に対し現在の施設での利用可否について検討を依頼※する。 

※この受入検討において見直す条件の一例としては、風速等の外力条件、船側の積載量、タグ

ボートなどの操船支援手段の増強などが考えられる。 

○検討の結果、航行安全対策を策定すれば、「係留可能」という結果がでた場合は、「航

行安全対策を定めた基準」を施設（岸壁、航路等）の持ち主である港湾管理者が策定

し、使用を許可する。 

 

【港長】 

○港則法は、港内における船舶交通の安全と港内の整頓を図ることを目的としており、

ふくそうした港内交通に対処するため、特定港には海上保安庁法第 21 条に基づき、

海上保安官のなかから任命された港長が置かれ、次のような規制を行っている。（「港

則法の解説」（海上保安庁監修 第 16 版、R2.10.30 発行）参照） 

  ・船舶の運航や係留等に関する規制 

  ・廃物の投棄や工事・作業等船舶の航行の障害となるおそれのある行為の規制 

  ・船舶の標識等の規制 

  ・災害を防止するための火気の取り扱い、危険物の荷役等の規制  

○港則法第 4 条には、特定港に入出港する場合、特定の船舶（総トン数 20 トン未満

の船舶等）を除き、港長に届け出なければならないとの記述があり、港長がその届

け出を受理する前段階で安全性を確認する役割を担う。 
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1.4 用語の説明 

1.4.1 港湾の施設の技術上の基準 

技術上の基準とは、国土交通省の定める港湾法第５６条の２の２に基づき規定された

「港湾の施設の技術上の基準」で、港湾の施設を建設、改良、維持する際に適用する基準

である。 

また、本基準は、（公社）日本港湾協会が発行している書籍「港湾の施設の技術上の基

準・同解説（平成 30 年 5 月）」おいてとりまとめられている。 

なお、技術基準対象施設は図 1.3 に示すとおりとされている。 

本ガイドラインに関係する施設は、①水域施設（航路、泊地等）と③係留施設（岸壁、

防舷材、係船柱等）である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国土交通省ホームページより 

図 1.3 技術基準対象施設 
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1.4.2 標準船型（技術上の基準より） 

標準船型とは、対象施設を計画する段階において、当該施設を使用することが予定さ

れる船舶のうち、当該施設に対して最も大きな影響を与えるものと想定される船舶とさ

れている。 

また、船舶が利用する港湾施設に関する基準については、対象船舶の諸元をもとに定

められている。 

参考として、以下に港湾施設に関する基準を示す。 

 

 （1）岸壁（主な諸元） 

1）長さ：対象船舶が単独で利用することを前提とし、対象船舶の全長に船首索

及び船尾索に必要な長さを加えた値とする。（図 1.4 参照） 

 

 

 

 

 

 

資料：技術上の基準 

図 1.4 係留索配置図 

 

2）水深：バース水深＝最大喫水＋余裕水深 

余裕水深は、一般的に最大喫水のおおむね 10％以上とすることが望ましい。 

  



 

6 

 

 （2）係留施設 

1）係船柱 

係船柱の配置は、船舶の安全かつ円滑な係留及び荷役が行えるよう利用する

船舶の係留索の位置を勘案した上で適切に設定されている。 

係船柱（曲柱）の間隔及び 1 バース当たりの最低設置個数は、対象船舶の総

トン数に応じて表 1.1 の値を参考とすることができる。 

また、係船柱に作用する船舶の牽引力の標準値は、対象船舶の総トン数に応

じて、一般的に表 1.2 の掲げる数値となっている。 

 

表 1.1 曲柱の配置 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：技術上の基準 

 

表 1.2 船舶の牽引力の標準値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：技術上の基準 
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2）防舷材 

防舷材（防衝施設）は、船舶の安全かつ円滑な接岸及び係留が行えるよう、

当該施設が置かれる自然環境、利用船舶の接岸（接岸エネルギー）及び係留状

況、また係留施設の構造を考慮して配置及び諸元が適切に設定されている。 

なお、防舷材は一般的に 5～20m 間隔に取り付けられていることが多い。 

防舷材決定までの一例を図 1.5 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：技術上の基準 

図 1.5 防舷材の性能照査順序の例 

 

 

3）接岸速度 

接岸速度は、対象船舶の船型及び積載状態、係留施設の位置及び構造、曳船

の有無及び規格、気象海象等を考慮して、実測値または既往の接岸速度の実測

資料に基づいて定めるものとする。 
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 （3）水域施設 

1）航路 

航路の水深及び幅員は、（a）対象船舶及び航行環境を特定できない場合と 

（b）対象船舶及び航行環境を特定できる場合とで以下の内容を参考とするこ

とができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：技術上の基準 

 

2）泊地 

泊地（船首の回転の用に供される泊地）の広さは、以下の内容を参考とする

ことができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：技術上の基準 
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1.4.3 航行安全対策を定めた利用基準 

航行安全対策を定めた利用基準とは、以下の事由への対応として策定するものである。 

徳山下松港の主な公共埠頭においては、各地区の岸壁や航路、泊地の整備状況に対応

した利用できる船舶（標準船型）の諸元は、港湾計画などで施設の整備が計画される段階

で、技術上の基準をもとに設定されている。 

港湾計画における標準船型（船長、船幅等）は実在する船舶を基に設定されているもの

であり、係留施設の能力が示されているものではない。 

このため、船舶の受入れに際しては、これらの関係性を整理し、航行安全対策を定めた

利用基準が必要となる。 

 

 

1.4.4 船舶航行安全対策調査検討委員会 

（1）船舶航行安全対策調査検討委員会にかけるケース 

公共埠頭に受入予定の貨物船、客船及びコンテナ船等の大型化に伴って、技術上の

基準を満たさなくなる場合は、中立・公平な立場の海難防止団体により設置される船

舶航行安全対策調査検討委員会（以下「委員会」という。）において、港湾の形状、

航行環境、船舶の運動性能に応じた個別の船舶の安全対策が検討される場合がある。 

船舶の大型化に伴って委員会にかける事案には、以下のようなものがある。 

 

・水深、航路幅及び岸壁の強度が技術上の基準に合致しない条件で船舶を入港させる

場合 

・通航船舶に対して橋梁の高さが適当であるか否か検討する場合 

 

＜参考（その他「船舶の大型化以外」で委員会にかける事案）＞ 

・海上作業の規模が大きく通航船舶等に影響（危険性）がある場合 

・海上に工作物等を永久的に占用するもので、船舶の交通に影響がある場合 

（特に、工作物は、完成してから安全性に問題が生じた場合取り返しがつかない。） 

・危険物積載船等事故が発生し、多大に被害が生じる恐れのある船舶の運航に関する

場合 

・人員の大量輸送を行う大型旅客船等が着離桟する場合 

・モーターボート等小型船が多数係留し、その係留施設から一度に入出港し、他船に

影響を及ぼす恐れのある場合 

 

なお、委員会に諮るか否かについては、航行安全対策に係る事項であるため、海上

保安部等の関係者に相談の上、協議者（許可申請者）が判断することとなる。 
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（2）委員会審議に係る法令等 

船舶の大型化に伴い航行安全対策を定める基準を策定するには、以下の法令等で定

められた各種規制等に適合するかを確認するため、審議が必要となる。 

 

【港則法で定められた規制等の一例（主に港長が所掌）】 

 ・入出港の届出（4 条） 

・錨地の指定（5 条） 

・移動・係留・係船等の制限（6～8 条）、移動命令（9 条） 

・航路及び航法厳守の義務（11～19 条） 

・船舶交通の制限等（39 条） 

 

＜参考（その他「船舶の大型化以外」に関する規制等）＞ 

・危険物積載船の入港に対する許可及び停泊の禁止（20～22 条） 

・水路の保全（23～25 条） 

・港内工事等の許可（31～34 条） 

・漁労の制限（35 条） 

・灯火の制限（36 条）喫煙等の制限（37 条） 

 

 

【港湾法で定められた規制等の一例（主に港湾管理者が所掌）】 

 ・港湾管理者（港務局）の業務（港湾施設の維持・管理、施設使用の規制、入出港の

届出に関する事項等）（12 条２～５） 

・港湾の施設に関する技術上の基準等（56 条 2 の２） 

 

＜参考（その他「船舶の大型化以外」に関する規制等）＞ 

 ・港湾区域内の工事等の許可（37 条） 

 

 

法令等の審議に際しては、法的に抵触することがあるか否か、また、許可できない

ことがらがあるか否かについて意見を伺うため、オブザーバー等として関係機関等

（港長や港湾管理者等）へ委員会への参画を求める。また、必要に応じてその他監督

官庁の意見を聴取することとなる。 

このように決定した航行安全対策を定める基準は、港長に対する協議又は許可申請

の資料となり、また、安全対策の内容を厳守し、加えて、影響を受ける者に対して、

情報提供等を実施し、協力を得る等、安全の確保に資するものとなる。 
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（3）委員会審議に係る関係者 

委員会は、公益性の高い業務であることから、その関係者には、原則として、「学

識経験者」に加え、「操船のプロとしての水先人」、「貨物船の船長」、「漁船、プレジ

ヤーボートの関係者」、「隣接する会社」等の代表者を選出し、検討することとなる。 

委員会に係る関係者の例を以下に示す。 

 ①学識経験者 

   専門分野大学（商船系の大学等、水産大学校、海上保安大学校など） 

の教授・准教授 

 ②運航に関する団体・企業 

   運航会社、船舶代理店、水先人（内海水先区水先人会） 

 ③荷役に関する団体・企業 

    荷主、港湾運送事業者 

 ④埠頭の管理者・運営者 

    港湾管理者（山口県周南港湾管理事務所） 

 ⑤海事関係者 

    関係漁協、小型船安全協会、周南地区海上航行安全対策委員会等 

 ⑥関係行政機関 

   徳山海上保安部 
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1.5 対象船舶及び対象埠頭 

本ガイドラインの対象となる船舶は、徳山下松港の公共バースに入出港する船舶とする。 

主な公共埠頭の諸元は表 1.3 及び図 1.6 に示すとおりである。 

 

表 1.3 主な公共埠頭諸元 

地区 施設名（図中番号） 延長 水深 対象船舶（最大船型） 利用基準等 

新南陽 
地区 

新南陽 N6 岸壁（4） 170m -10.0m －  

新南陽 N6 岸壁（5） 

240m 

※係船ﾄﾞﾙﾌｨﾝ

使用 

-12.0m 

全長 200m、喫水 10.90m  

パナマックス級船舶 

全長 240m、喫水 10.90m 

カムサマックス級船舶 

全長 230m、喫水 10.90m 

暫定利用基準※1 

徳山 
地区 

晴海 1・2 号岸壁（3） 260m -7.5m 
全長 107m、喫水 6.40m  

全長 123m、喫水 7.10m 暫定利用基準※2,3 

晴海 3・4 号岸壁（4） 370m -10.0m 
全長 139m、喫水 8.60m  

全長 225m、喫水 10.00m 暫定利用基準※2,3 

晴海 5・6 号岸壁（5） 370m -10.0m 
全長 139m、喫水 8.60m  

全長 225m、喫水 10.00m 暫定利用基準※2,3 

晴海 7 号岸壁（6） 

コンテナターミナル 
240m -12.0m 

全長 182m、喫水 10.50m  

全長 225m、喫水 12.00m 暫定利用基準※2,3 

晴海 9 号岸壁（7） 280m -14.0m 
全長 235m、喫水 11.63m  

全長 235m、喫水 12.72m 暫定利用基準※2,3 

下松 
地区 

下松第 1 ふ頭岸壁（1） 260m -7.5m －  

下松第 2 ふ頭岸壁（4） 130m -7.5m －  

下松第 2 ふ頭岸壁（5） 370m -10.0m 全長 200m、喫水 8.90m 暫定利用基準※4 

光地区 
島田岸壁（1） 130m -7.5m －  

島田岸壁（2） 180m -5.5m －  
※1：令和 2 年度「徳山下松港新南陽地区大型船舶入港に係る船舶航行安全対策調査検討委員会」で策定 
※2：平成 20 年度「特定重要港湾徳山下松晴海公共埠頭暫定利用に伴う航行安全対策調査検討委員会」で策定、 

最終改訂平成 24 年 2 月 
※3：潮汐利用にて入港 
※4：ＲＯＲＯ船を対象とした暫定利用基準（平成 26 年検討報告書より） 

 

【新南陽地区】                【徳山地区】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【下松地区】                 【光地区】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.6 主な公共埠頭 
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2 検討の手順 

2.1 検討手順の概要 

過去の実施事例をもとに、航行安全対策を定めた基準策定までの検討手順を図 2.1 に

示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1 ○○船の大型化に係る航行安全対策の検討手順※3 

 

 

２ 入出港における問題点の抽出 

(1)入出港に係る安全性(主に水域施設が対象)  
(2)係留に係る安全性(主に係留施設が対象) 

(3)その他の安全性等（事例：水先人の嚮導等） 

１ ○○船（○○岸壁）の大型化の確認 

  

 

 

 

 

４ 本検討における技術上の基準との比較結果等に応じた審議の選択 

 

 
（※関係 

３ 航行安全対策検討に係る関係者へ確認 

利用基準の策定 等 

入出港届 等 

※1 委員会以外の会議は、1.4.4(3)から案件に該当する関係者関係者の会議により審議する。 

※2 関係者稟議は、既存委員会における検討結果と同等と判断できる場合において 1.4.4(3)に示す

関係者に対し、申請者が個別に説明等を実施する。（過去の実施例：学識経験者、水先人等） 

※3 委員会の詳細は、2.2 委員会で審議される検討内容（一例）を参照。 

 

検討対象船舶の選定 

標準船型（又は適用船舶）との比較 

委員会開催 関係者稟議※2 委員会以外の会議※1開催 
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2.1.1 検討対象船舶の大型化の確認 

申請者は検討対象船舶が、船型大型化に該当するか否かを確認する。ここでは、技術上

の基準に示された標準船型又は適用船舶（詳細は 1.5 参照）の各要目と比較し、超過す

る要目があるかを確認する。 

主に確認する要目は、船舶の全長（垂線間長）、型幅、喫水、総トン数、排水量、風圧

側面積等になる。申請者にあっては、可能な限り検討対象船舶の要目等の詳細な資料を

入手しておく必要がある。 

確認する要目で１つでも超過する項目があれば、船型の大型化に該当するものと見立

て、図 2.1 により次の手順に移行する。 

 

2.1.２ 入出港における問題点の抽出 

2.1.1 の確認によって大型化に該当する場合には、申請者は当該大型化の内容と本検

討での技術上の基準（水域施設・係留施設）について、以下に示す適合性の確認を行う。 

 

（1）水域施設の適合性の確認 

航路・泊地（水深を含む）が技術上の基準（詳細は 1.4.2（3）参照）を満たすか

を確認する。 

 

（2）係留施設の適合性の確認 

主に次の内容の確認を行う。 

・接岸速度の確認やタグボート等の支援体制の確認 

・係船柱の強度確認や係留限界値（離岸基準）の確認 

本検討資料をもって、図 2.1 により次の手順に移行する。 

 

2.1.3 航行安全対策検討に係る関係者へ確認 

2.1.2 での確認と検討結果を基に、航行安全対策検討に係る関係者（詳細は 1.4.4（3）

参照）に対し安全性の確認を行う。 

申請者は、結果資料等の詳細を確認した関係機関等（航行安全性に関しては港長、港湾

施設等の適合性については港湾管理者）から、委員会の方向性について、指導及び助言を

受け、これを踏まえて今後の方向性を判断する。また、詳細確認の結果、大型化に該当し

ないと判断された場合は、申請者は個別に関係者に説明（稟議）を行い、その助言を受け

る。 

なお、関係者への確認は、以下の要素を基に判断することとなる。 

さらに、航行安全対策検討に係る関係者は、委員会等を設置する案件か否かで、関係機

関等の助言により、選定されることとなる。 

 

【関係者へ確認する際の判断要素】 

○検討対象船型の受入れに伴う検討資料は、判断材料として十分か？ 

○学識経験者や水先人等の操船実務者の知見による判断が必要な内容か？ 

○周辺海域を利用する企業や漁業者等関係者への影響はどの程度か？ 
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2.1.４ 審議の選択 

2.1.2 および 2.1.3 での確認結果に応じ、新規に受け入れる船舶の諸元等による影響

が軽微な場合と影響が大きい場合とで、その後の審議を「委員会」、「委員会以外の会議」、

「関係者稟議」の３つ中から選択する。 

また、委員会等により航行安全性を検討の上、港湾管理者による利用基準の策定後に、

当該船舶の受入れとなる。 

 

（1）影響が軽微な場合 

影響が軽微な場合、関係者稟議において、航行安全性を検討の上、港湾管理者の許

可及び港長への届出後に入港となる。 

 

（2）影響が大きい場合 

航行安全対策を定めた基準において、利用可能な船舶（標準船型）の諸元は決まっ

ているが、岸壁や航路、泊地などの浚渫工事の進捗状況に応じ、水深が段階的に増深

される場合など、暫定的に標準船型を超える諸元の船舶の入出港が可能となる場合

がある。 

例えば、船舶諸元や積載量などある一定の制限をかけた船舶（適用船舶）を対象と

し、航路・泊地の整備を終えていない場合でも、潮汐を利用するなどして、暫定的に

入出港が認められる場合がある。 

このように、船舶の大型化による暫定利用など、受入れの影響が大きい場合、新た

な航行安全対策基準の策定が必要となり、港湾管理者等の助言により学識経験者及

び海事関係者並びに港長を含む関係官公庁職員等の関係機関からなる委員会又は委

員会以外の会議を設置し、慎重に審議し、航行安全対策を策定の後に入港となる。 

（徳山西航路や南陽航路においては、この暫定利用基準を策定し受け入れ） 

なお、関係者への確認において影響が大きいと判断された場合、再度、申請者にお

いて事業実施（大型船の受入れ等）の要否判断を行った上で、以降の利用基準の策定

等の検討へと進むこととなる。 
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２.２ 委員会で審議される検討内容（一例） 

委員会となる場合のフロー例を、参考までに図 2.2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2 委員会における調査検討フロー例 

  

2.大型船舶受入計画変更等の概要 

委 

員 

会 

3.自然環境 

1)地勢等 

2)気象 

3)海象 

4.航行環境 

既存の航行安全対策等 

5.航行安全性の課題抽出 

1)入出港経路の安全性         2)安全管理体制 

3)係留施設の安全性                    4)係留中の安全性          

5)荷役中の安全性                     6)荒天時等の安全性 

7)緊急時の安全性                   8)その他の安全性等 

6.航行安全性の検討及び航行安全対策の策定 

1)入出港経路の安全性         2)安全管理体制 

3)係留施設の安全性                    4)係留中の安全性          

5)荷役中の安全性                     6)荒天時等の安全性 

7)緊急時の安全性                   8)その他の安全性等 

1)計画及び整備の経緯 2)港湾施設 3)錨地 4)航行援助施設等  

5)水先業務 6)曳船  7)港湾施設の利用状況 8)漁業の状況  

9)小型船舶の状況 10)海難の発生状況 

11)過去におけるヒヤリ・ハット事例 

1.調査検討計画（案） 

7. 利用基準の策定 

ファストタイムシミュレーション、ビジュアル操船シミュレーション、 

係留シミュレーション等 
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2. 3 使用事例【南陽航路暫定利用基準での過去事例】 

本節では、2.1 で詳説した標準船舶大型化に係る各検討における本ガイドラインの具

体的使用方法を紹介する。 

 

[事例]現行の暫定利用基準より諸元が大きくなる船舶の受入れを検討したケース    

（令和 2 年度 徳山下松港新南陽地区大型船舶入港に係る船舶航行安全対策調査検討委

員会での事例） 

港湾管理者は、新たな船型の受入れ検討をしている運航会社・荷主の要望を受け付け

た。その要望を踏まえ、運航会社・荷主とともに、まず平成 27 年度委員会における暫

定利用基準の諸元と比較した結果、諸元を上回る項目があったため、事務局へ相談し

た。 

次に事務局で、大型化の内容と平成 27 年度委員会（※詳細は P21 参照）における暫

定利用基準との確認を行い、その内容を航行安全対策検討に係る関係者へ説明・意見を

確認した後に委員会の開催が必要だという結論に至ったため、学識経験者等で構成した

委員会を開催した。 

その後、委員会での審議事項を踏まえた暫定利用基準の策定（一部改訂）を行い、入

出港届等を提出の上、受入れを開始した。 

本事例における変更手続きの流れと各対応事項における航行安全対策検討に係る関係

者の役割分担を図 2.3 に示す。 

 

【実施者】 

港湾管理者、運航会社・荷主 

【事務局】 

公益社団法人 瀬戸内海海上安全協会 

【参加者】 

学識経験者、操船経験者、海事関係者、関係行政機関 

【検討方法】 

諸元変更に伴う外力の変化が操船時や係留時に及ぼす影響を既存の安全対策に

照らし、対策策定の要否について検討 

 

  

航行安全対策検討に 

係る関係者 
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図 2.3 変更手続きの流れと各対応事項の役割分担 

 

  

４ 平成 27 年度委員会における暫定利用基準との比較結果に応じた 

審議の選択 

 

 

 

諸元が超えない 

NO 

YES 諸元を超える 

２ 入出港における問題点の抽出 

(1)入出港に係る安全性(主に水域施設が対象)  
(2)係留に係る安全性(主に係留施設が対象) 

(3)その他の安全性等（水先人の嚮導等） 

入出港届 等 

暫定利用基準の策定 等 

委員会開催 関係者稟議 委員会以外の会議開催 

１ 石炭運搬船の大型化（新南陽-12m 岸壁）の確認 

 

 

 

 

３ 航行安全対策検討に係る関係者へ確認 

検討対象船舶の選定 

パナマックス級船舶 カムサマックス級船舶 
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【新南陽地区南陽航路における委員会検討事例】 

 

○平成 22 年度委員会 

平成 22 年度に、ハンディマックス級バルカーを対象とした暫定利用基準を策定する

ための検討委員会が実施されており、表 2.2 に示す検討スケジュールで、委員会、作業

部会等が開催された。 

 

表 2.2 平成 22 年度委員会検討スケジュール 

検討日 検討内容 

平成 22 年 １月 14 日 企業から南陽航路の早期利用の要望書提出 

平成 22 年 2 月 3 日 事前協議（第 1 回） 

平成 22 年 3 月 3 日 作業部会 

平成 22 年 3 月 25 日 委員会 

平成 22 年 6 月 23 日 事前協議（第 2 回） 

平成 22 年 7 月 21 日 作業部会（第 2 回） 

平成 22 年 8 月 18 日 作業部会（第 3 回） 

平成 22 年 9 月 8 日 委員会（第 2 回） 

平成 22 年 11 月 22 日 委員会（臨時） 

 

 

○平成 27 年度委員会 

平成 27 年度に、パナマックス級バルカーを対象とした「徳山下松港新南陽地区大型

船舶入港に係る船舶航行安全対策調査検討委員会」が実施されており、平成 28 年 4 月

から令和 3 年 4 月頃までの概ね 5 年間における供用可能な施設条件での暫定利用基準

の策定を目的に、表 2.3 に示す検討スケジュールで、委員会、作業部会（操船シミュレ

ータ実験含む）等が開催された。 

 

表 2.3 平成 27 年度委員会検討スケジュール 

検討日 検討内容 

平成 27 年  9 月 18 日 委員会 

平成 27 年 10 月 15 日 作業部会（第 1 回） 

平成 27 年 11 月  5 日 作業部会（第 2 回） 

平成 27 年 12 月 14 日～15 日 作業部会（第 3 回）操船シミュレータ実験 

平成 28 年  2 月 26 日 作業部会（第 4 回） 

平成 28 年  3 月 18 日 委員会（第 2 回） 
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○令和 2 年度委員会 

令和 2 年度に、カムサマックス級バルカーを対象とした「徳山下松港新南陽地区大型

船舶入港に係る船舶航行安全対策調査検討委員会【2】」が実施されており、「暫定利用

期間中における航行安全対策の検証」と「カムサマックスバルカーの船舶の運用による

航行安全対策の検討」を目的に、表 2.3 に示す検討スケジュールで、委員会等が開催さ

れた。 

 

表 2.3 令和 2 年度委員会検討スケジュール 

検討日 検討内容 

令和 2 年 2 月 17 日 事前検討会 

令和 2 年 6 月 22 日 委員会 

 


